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１ 趣旨 

  京都市百井青少年村（以下「百井青少年村」という。）は，昭和４７年７月に地方自

治法上の「公の施設」として設置し，自然体験，野外活動の振興を通した青少年福祉の

増進を目的に，青少年をはじめとする利用者や地域住民に親しまれてきました。 

  その間，指定管理者制度の導入や利用料金制を取り入れるなど，民間事業者の力も生

かしながら，より良い施設運営に努めてきましたが，こうした取組にもかかわらず，近

隣地域での類似施設の増加や余暇活動の多様化，厳しさを増す本市財政など，施設を取

り巻く社会経済情勢が大きく変化していることに加え，設置から５０年近くが経過して

施設の老朽化が進行するなど，百井青少年村が抱える課題も顕在化しています。 

こうしたことから，施設全体のあり方について検討，議論を深めていくため，令和２

年４月に「京都市百井青少年村のあり方検討会議（以下「検討会議」という。）」を設置

し，４回の会議を通じて各委員が積極的な意見を交わしたほか，地域住民なども参加し

たワークショップを開催し，ここで意見交換を行うなど，施設の将来像等について充実

した議論が重ねられ，その成果として取りまとめられた報告書が令和２年１２月に提出

されました。 

検討会議の報告書では，百井青少年村の目指すべき将来像が掲げられており，「学ぶ・

遊ぶ」，「いやす」，「交わる」の３つのキーコンセプトに基づき，地域住民と共存しな

がら百井地域ならではのブランド力を確立し，高めていけるような施設のリニューアル

を行い，大原百井地域（以下「本地域」という。）をはじめとした京都市域全体の賑わ

いの創出へつなげ，これを通じて山間部における施設運営のモデルケースとなることを

目指すこととされています。 

  本要項は，山間部における施設運営のモデルケースとなるための百井青少年村の土地

や建築物等（以下「本物件」という。）の活用方策について，公募型プロポーザルの方

式により，より良い提案を行う民間事業者を広く公募し，選定するに当たり，必要な事

項を定めたものです。 

 

 

 （参考） 

京都市百井青少年村のあり方検討会議報告書 

 https://www.city.kyoto.lg.jp/hagukumi/page/0000279071.html 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

２ 本物件の概要 

（１）土地 

所在・地番 

京都市左京区大原百井町３３２～３４５番地，３５０～３５２番地， 

３５５～３６０番地，３６２～３６９番地， 

３７２～３７４番地，９５３－１番地， 

９６２－１番地，９７５～９７６番地（全３８筆） 

位 置 京都バス「百井別れ」から徒歩約５０分，車で２０分 

地 積 １５，３７６㎡（登記簿面積） 

公法上の 

規 制 等 

・都市計画区域外 

・建築基準法第２２条の規定に基づく区域 

・自然公園法に基づく規制区域（第３種特別地域又は普通地域） 

 ※ 工作物の新築・改築・増築や木竹の伐採等，整備や事業の内容によっ

ては事前に許可申請手続等を行う必要があります。 

・土砂災害警戒区域，土砂災害特別警戒区域（いずれも一部） 

  

 （周辺図） 

 

（２）建築物 

番号 用途 概測延床面積（㎡） 構造 建築年 階数 

① 山の家 １５２．３７ 木造 昭和４７年 地上１階 

② ロッジ １２５．８６ 木造 昭和５５年 地上２階 

③ 交流センター ２６２．８６ 鉄筋 

コ ン ク リ ー ト 

平成１３年 地上１階 

④ 旧管理棟 ７２．５０ 鉄骨 昭和５７年 地上１階 

⑤ 便所 １８．３６ 木造 昭和５６年 地上１階 

 

 

 

 



 
 

（３）その他工作物 

番号 用途 概測延床面積（㎡） 構造 建築年 階数 

⑥ ポンプ小屋 ５．１２ コンクリート 

ブロック 

昭和５５年 地上１階 

⑦ 受水槽置場 ４．１２ コンクリート 

ブロック 

平成１３年 地上１階 

⑧ プロパン庫 ６．７５ コンクリート 

ブロック 

平成１３年 地上１階 

⑨ 釜場上屋 ２１．００ 木造 昭和５６年 地上１階 

⑩ 炊事場 ２４．００ 木造 平成１３年 地上１階 

⑪ ろ過装置 ─ コンクリート 

ブロック等 

昭和６３年 地上１階 

⑫ 倉庫 複数棟あり 

  

（配置図） 

 
      

（４）附属物 

   現在敷地内にはア及びイの設備が設置されています。 

   いずれも周辺地域のインフラ供給にも関与していることから，本市と土地の貸付契

約（本要項中「７－（２）契約締結」参照。定期借地権設定の場合の定期借地権設定

合意書を含む。以下「貸付契約」という。）を締結する民間事業者（以下「事業者」と

いう。）による活用後も機能を継続する必要があります。事業者との貸付契約におい

ては，当該施設の設置敷地も含めて事業者への貸付けを行い，本市が承認したうえで，

事業者から関西電力送配電株式会社京都支社及び株式会社オプテージへ転貸していた

だくこととします。 

  ア 電柱７本，支柱２本，支線６本＜関西電力送配電株式会社京都支社＞ 

  イ 光ファイバーケーブル ２３８．２ｍ＜株式会社オプテージ＞ 

 



 
 

（設備位置図） 

 

（５）その他 

   敷地内には里道等や河川等が通っており，里道などについては，一般の車両等が通

行する場合があります。 

なお，いずれも貸付対象外のため，原則占用することはできません。 

また，河川などに通路橋を設置する場合等は許可申請が必要です。 

    
 

 

 

 



 
 

３ 応募資格 

  応募資格を有する者は，「４活用条件」に則った活用を行う意思があり，貸付契約の

契約者となる法人で，次のいずれの要件にも該当しない者に限ります。 

  なお，複数の法人からの共同提案を妨げるものではありませんが，この場合は，すべ

ての法人について，当該要件に該当しないことが必要となります。 

※ 共同提案を行う場合は，あらかじめ１法人を代表者として定め，その代表者が応募

及び事業に必要な諸手続を行ってください。 

※ １法人は，重複して２件以上の提案をすることができません。 

※ 特定目的会社（ＳＰＣ）等の手法を活用し，新たな法人設置を予定している場合は，

事前に本市との協議を行ってください。 

（１）地方自治法施行令第１６７条の４に規定する一般競争入札に係る契約を締結する能 

力を有しない者 

 

（２）京都市暴力団排除条例（以下「排除条例」という。）第２条第１号に規定する暴力

団並びに同条第４号に規定する暴力団員等及び同条第５号に規定する暴力団密接関係

者に該当する者  

※ 応募資格の確認のため，京都府警察本部に照会する場合があります。 

 

（３）本物件を暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に規定する

暴力団の事務所及び公の秩序又は善良な風俗に反する目的その他社会通念上不適切と

認められるものの用に供しようとする者並びにこれらの者の依頼を受けて百井青少年

村の土地（以下「本件土地」という。）の貸付契約をしようとする者 
 
（４）次に掲げる税等を滞納している者 

  ア 所得税又は法人税 

  イ 消費税 

  ウ 本市の市税 

  エ 本市の水道料金及び下水道使用料 

 

（５）代表者，役員又はその使用人が刑法第９６条の６又は第１９８条に違反する容疑が

あったとして逮捕若しくは送検され，又は逮捕を経ないで公訴を提起された日から２

年を経過しない者 

 

（６）法人又はその代表者が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第３条又は

第８条第１項第１号に違反するとして，公正取引委員会又は関係機関に認定された日

から２年を経過しない者 

 

（７）その他本市が契約の相手方として不適当と判断する者 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

４ 活用条件 

  本物件の活用に当たっては，本市から事業者に対し，本件土地を貸し付けるとともに，

既存建築物等（本要項中「２－（２）建築物及び（３）その他工作物」をいう。以下同

じ。）は無償譲渡したうえで，事業者において，活用計画に基づき，施設を開設・運営

することを条件とします（京都市百井青少年村条例の廃止に関する議会の議決が条件と

なります）。 

（１）活用計画 

   次の事項を全て満たす施設の開設・運営を計画してください（これ以外の事業を主

たる活用計画に含めることは認められません。） 

ア 全年齢型の野外活動施設としてリニューアルのうえ運営すること 

 

イ 検討会議の報告書に掲げられている以下の３つのキーコンセプトを意識すること 

学ぶ・遊ぶ ・豊かな自然の中での生活体験，遊び 
いやす ・都市生活から離れて過ごす時間 
 ・日本の原風景 
交わる ・地域コミュニティとの交流 
 ・外部からの交流人口の増加 
 

  ウ 本地域をはじめとした京都市全体の賑わいの創出 

    本物件の活用に当たっては，本地域をはじめ京都市全体の賑わいの創出や本地域

ならではのブランド力を確立し，高めていけるような取組を行ってください。 

    また，施設名称についても，「百井」の地名を含んだものとしてください。 

    施設の整備に当たって，建築物等を新たに設置する場合は，建築基準法をはじめ

現行法令を遵守のうえ，周囲の景観と調和する材質・色調とする，可能な限り「京

都市公共建築物脱炭素仕様（以下「脱炭素仕様」という。）」に準じて京都市内産木

材を使用するなど，本地域の新たな核となる施設にふさわしい外観・内装を兼ね備

えるようにしてください。 

    このほか，次ページ「カ」も参照のうえ，地域の特性を生かした体験やイベント，

周辺地域との回遊性の向上等の地域の活性化につながる事業の提案を行ってくださ

い。 

 

エ 地域のまちづくりへの貢献 

    百井青少年村は，地域と共存した施設の運営を行っており，本地域にとって重要

な施設であることから，再整備後の施設においても，本地域の一員となり，将来に

わたって地域住民との円滑な関係の構築していくための方策として，自治会などの

まちづくりに積極的に参加するとともに，こうした活動に対し，協力・支援してい

くこと，地元特産品を使った食事やお土産の提供，本地域での農林業体験等の事業

の提案を行ってください。 

    また，地域住民が参加する施設運営に関する連絡協議会（本市もオブザーバーと

して参加）を設置・運営し，施設運営に当たり必要に応じて地域住民の意見を取り

入れてください。 

 

 

 



 
 

  オ 利便性の向上 

  アメニティグッズ等の物販，利用料金の決済方法，パンフレットやホームページ

等の広報を充実させること，都市部からのアクセスの向上，宿泊機能の有無等，利

便性の向上につながる提案を行ってください。 

 

カ ＳＤＧｓ（持続可能な開発目標）等の新たなニーズへの対応 

    脱炭素社会や自然共生社会の実現を図るため，建築物等を新たに設置する場合は，

可能な限り脱炭素仕様に準じたものとしていただくほか，森林の整備や森林資源・

空間の利用促進，グリーン・エコツーリズムにつながる事業の提案を行ってくださ

い。 

    また，次の点についても可能な限り提案に盛り込んでください。 

    ・ 京都ならではの文化体験や創造的な担い手の育成 

    ・ 生物多様性豊かな自然環境の保全・利用 

    ・ 生涯にわたって活躍できる健康長寿のまちづくり 

    このほか，コロナ禍を踏まえた新しい生活様式への対応として，リモートワーク

やワーケーション等，都市部から離れた本地域ならではの自然環境を生かした事業

についても提案を行ってください。 

 

キ その他 

現在の施設運営は令和５年３月末まで継続します。基本協定（本要項中「７－（１）

基本協定」参照）締結後，令和５年３月までの間における敷地内での事業着手は，本

市が施設運営の妨げにならないと認めた範囲でのみ可能としますので，これを念頭

に置いたスケジュールを提案してください。 

なお，令和５年３月までに敷地内で事業着手する場合，該当する土地について，貸

付契約を本市と締結していただきます（本要項中「７契約候補事業者選定後の手続」，

「８貸付契約等に係る事項」及び「９貸付料及び保証金」」参照）。 

 

（２）貸付けの範囲 

   １５，３７６㎡（登記簿面積）の範囲内 

      

（３）貸付けの期間 

   貸付けの期間は，１０年以上６０年以内の範囲内で提案してください。 

 

（４）本件土地の貸付条件等 

ア 本件土地の貸付け 

  （ア）借地借家法第２２条（一般定期借地権：期間は５０年以上６０年以内）又は第

２３条（事業用定期借地権：期間は１０年以上５０年未満）に基づく定期借地権を

設定するものとします。 

  （イ）契約期間の終了に当たっては，契約の更新はありません。ただし，本市との協

議により，再契約することがあります。 

  （ウ）事業者は本市に対して，借地借家法第１３条の規定による建物その他土地に付

属させたものの買取りを請求することはできません。 

 



 
 

  （エ）事業者は契約期間の満了の日（貸付契約が解除されたときにあっては，本市が

指定する日）までに，建築物及び建築物以外の工作物について，自己の費用により

撤去のうえ，更地の状態にして返還しなければなりません。 

     ただし，本市が撤去する必要がないと認めるときにはこの限りではありません。 

  （オ）上記，（ア）から（エ）を満たしたうえで，その他協議事項がある場合は，活用

計画中に明確に示してください。 

 

  イ 既存建築物等 

  （ア）既存建築物等の譲渡 

     既存建築物（本要項中「２－（２）建築物」を指す。以下同じ。）のうち交流セ

ンターについては，不動産鑑定評価に基づき，無償で譲渡します。ただし，所有

権の移転に要する不動産取得税や登録免許税等の費用については事業者において

御負担ください。 

     交流センターを改修する場合には，「４－（１）－ウ本地域をはじめとした京

都市全体の賑わいの創出」の建築物等の新たな設置に関する事項を考慮のうえ行

ってください。 

     また，「２－（３）その他工作物」に記載した炊事場やろ過装置等の工作物に

ついても，無償で譲渡します。 

  （イ）解体撤去工事等 

     交流センターを除く既存建築物については，老朽化が著しいため，本物件の引

渡し後速やかに解体撤去工事を実施していただきます。交流センターを除く既存

建築物の付属物その他一切の残置物について，京都市は，所有権を主張せず，事

業者がこれを処分することに異議を申し立てないものとします。 

     工事の実施に当たっては，騒音・振動が発生する期間の短縮や地域の安全確保，

経費削減等の観点から，用地全体について可能な限り一度に行っていただきます。 

     事業者は，既存建築物の解体を完了したときは，速やかに京都市に報告し，京

都市が指定する職員による確認を受けなければなりません。 

 

ウ 水源について 

        敷地内には上下水道が整備されていないため，河川の上流にろ過装置（３ページ

配置図⑪）を設置し，各建築物等に配管することにより，水源を確保しています。

現在のろ過装置については，設置後３０年以上が経過しており，水が詰まる等の不

具合が頻繁に発生しているため，必要に応じて解体撤去をしていただくとともに，

水源の確保や浄化槽の設置等，施設の整備を行っていただきます。 

    なお，引き続き河川から取水する場合は各種許可申請（流水占用，自然公園法関

係）を行っていただく必要があります。 

 

   エ 埋蔵文化財の取扱いについて 

     活用に当たり，埋蔵文化財発掘調査が必要となる場合は，事業者の責任及び費用

負担のもとで当該調査を実施してください。 

 

 

 

 

 



 
 

 オ 土壌汚染対策について 

    本件土地の形質を変更する場合には，必要に応じて土壌汚染対策法に基づく届出

を行ってください。詳細については，京都市環境指導課にお問い合わせください。 

    届出の結果，土壌汚染状況調査が必要になる場合があります。 

    なお，土壌汚染状況調査等の結果，土壌汚染が判明した場合には，事業者の責任

及び費用負担のもとで必要な対策を講じてください。土壌汚染の原因が本市の責め

に帰すべき事由による場合を除き，土壌汚染対策に係る費用を本市に請求すること

はできません。 

 

カ 用途の制限 

  次に掲げる用途に供してはなりません。 

（ア）風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律第２条第１項に規定する風

俗営業の用途 

（イ）廃棄物の処理及び清掃に関する法律第２条第１項に規定する廃棄物を処理する

ための用途 

（ウ）騒音，振動，臭気その他周辺環境に支障を及ぼすおそれのある施設 

 

（５）転貸の禁止等 

   契約期間中は，本市との基本協定において合意した活用計画に基づく利用に供して

ください。その期間中は，本市が承認した場合を除き，次の事項を禁止します。 

ア 本件土地の形状又は形質を変更すること。 

イ 本件借地権の他の者への譲渡若しくは転貸，又は本件借地権に対して担保権その

他の使用権若しくは収益を目的とする権利を設定すること。 

ウ 本件土地に設置する建築物を賃貸し，譲渡し，又は本件借地権に対して担保権そ

の他の使用権若しくは収益を目的とする権利を設定すること。 

エ 本物件を「４－（１）活用計画」に規定する目的以外に使用すること。 

 

５ 応募手続 

（１）応募方法 

  ア 提出書類及び提出部数 

    「提出書類一覧」（別紙１）のとおり 

     ※ 紙媒体とは別に電子媒体で１部提出してください。電子媒体の種類はＣＤ

又はＤＶＤとし，データはＰＤＦとしてください。 

     ※ 提出書類は，できるだけ簡潔でわかりやすいものとしてください。 

 

  イ 提出期間 

    令和３年７月２６日（月）から令和３年７月３０日（金）まで 

    受付時間は，平日の午前９時から午後５時まで（正午から午後１時までを除く。） 

 

 ウ 提出方法 

    持参に限ります。 

    ※ 提出書類の確認等を行う必要がありますので，来庁される際は，事前に御連

絡をお願いします。 

 

 

 



 
 

  エ 提出場所 

    京都市中京区虎屋町５６６番地１ 井門明治安田生命ビル２階 

    京都市子ども若者はぐくみ局子ども若者未来部育成推進課（担当：津山・藤吉） 

 

（２）提出書類の取扱い 

  ア 無償使用 

    本市は，本物件において公表等が必要な場合には，提出書類の内容を許可なく無

償で使用できるものとします。 

        なお，提出書類は，申請の取下げ等特段の事情がある場合以外は，返却しないも

のとします。 

 

   イ 提出書類の変更等の禁止 

    提出書類については，本市が特に必要と認めた場合を除き，変更，差替え，再提

出を認めないこととします。 

 

（３）質疑及び回答 

  ア 質疑者の資格 

    「３応募資格」を満たす者とします。 

 

  イ 質疑の方法 

    質疑の要旨を簡潔にまとめ，電子メールで送信してください。 

 

  ウ 受付期間及び送信先 

  （ア）受付期間 

       令和３年５月３１日（月）～令和３年６月１４日（月） 

（イ）送信先 

   電子メールアドレス：kosodatesien@city.kyoto.lg.jp 

   （京都市子ども若者はぐくみ局子ども若者未来部育成推進課） 

  （ウ）回答 

     回答は，令和３年７月２日（金）までに京都市子ども若者はぐくみ局子ども若者  

未来部育成推進課のウェブサイトに掲載します。ウェブサイトに掲載した回答は，

本要項と一体のものとして，同等の効力を有するものとします。 

     やむを得ない事情により回答が遅れる場合は，その旨をウェブサイトに掲載しま

す。 

         なお，質問に対する回答の他，本件公募に関して伝達すべき事項を，ウェブサイ

トに追加で記載する場合があります。必ず応募書類の提出までに，ウェブサイトを

確認してください。 

 

（４）現地見学の実施 

   令和３年６月７日（月）～６月２１日（月）（土・日・祝日を除く） 

        ※ 希望する場合は，電話にて申込みを行ってください。調整のうえ，実施日を

決定します。 

※ 申込みがない場合は，現地見学をすることはできません。 

    連絡先 京都市子ども若者はぐくみ局子ども若者未来部育成推進課（担当：津山・藤吉）  

     電 話 ０７５－７４６－７６１０ 



 
 

 

（５）基礎資料の貸出し 

        以下に記載する資料の貸出しについては，土・日・祝日を除き，随時，受け付け

ますので，貸出しを希望する場合は，電話にて申込みを行ってください。貸出時に

は，設計図書借受申請書（別紙２）を提出してください。 

    なお，資料の数に限りがありますので，あらかじめ御確認ください。 

資 料 ・ 地図に準ずる図面（写） 

    ・ 建築図    ・ 機械図 

    ・ 電気図     

連絡先 京都市子ども若者はぐくみ局子ども若者未来部育成推進課（担当：津山・藤吉）  

電 話 ０７５－７４６－７６１０ 

 

６ 契約候補事業者の選定方法 

  公募型プロポーザル方式により事業者を選定します。 

（１）活用計画の審査 

   応募した事業者から提出された書類をもとに，「京都市百井青少年村の土地等の活

用に係る契約候補事業者選定委員会（以下「選定委員会」という。）」において，「審

査項目及び審査基準」（別紙３）に基づき，審査を行います。 

  ア プレゼンテーション審査を行います。 

   イ 審査は審査項目（小項目）ごとに配点に応じて０点から２０点までの評価を行い，

各審査項目の評価点（０～２０点）を算定します。 

※  各審査項目の配点が，その評価点の上限になります。 

  ウ 各委員が採点した合計得点から平均点を算出し，それを各申込者の最終得点とし

ます。 

  エ 提出書類の内容が不適当と判断した場合又は審査項目において委員の過半数が不  

適当（０点）と判断した場合，故意による虚偽の内容が含まれた応募については，

当該申込者を失格とする場合があります。 

 

（２）契約候補事業者の決定等 

   最低貸付料以上の貸付希望価格を提示し，かつ，審査の結果，最高の得点（ただし， 

１００点満点中６０点以上）を獲得した者を契約候補事業者とします。応募した事業

者が１者の場合でも，その得点が６０点以上で，かつ，契約候補事業者として適当と

認められる場合には，その者を契約候補事業者とします。 

   契約候補事業者が応募資格を満たしていないことが後日判明した場合や，応募を自

ら辞退した場合等については，次点者（ただし，６０点以上）を契約候補事業者とし

ます。 

   なお，審査の結果，契約候補事業者を該当なしとする場合があります。 

 

（３）審査結果の通知 

   本市は，審査結果の決定後，応募した事業者全員に審査結果を通知するとともに，

審査の概要（応募事業者名，決定した契約候補事業者に係る提案内容，選定委員会講

評等）を本市のウェブサイト等で公表します。 

 

 

 



 
 

７ 契約候補事業者選定後の手続 

（１）基本協定の締結 

契約候補事業者となった者と本市との間で，基本協定を締結します。 

なお，契約候補事業者は，本市との貸付契約の締結に向けて，法令を遵守するとと

もに，地域の自治会をはじめとする周辺住民等の理解を得ることに努め，誠実に取り

組むものとします。 

 

（２）契約締結 

   基本協定を締結したうえで，貸付契約及び既存建築物等の譲渡契約（以下「貸付契

約等」という。）を締結します（貸付契約等の時期については本要項中「１１スケジ

ュール（予定）」参照）。 

 

＜参考＞フロー図 

 

８ 貸付契約等に係る事項 

（１）費用負担等について 

   交流センターを除く既存建築物の撤去に要する費用及び水源を確保する場合の施設

の整備費用は，本市が合理的と認める範囲において，本市が負担します（予算に関す

る議会の議決が条件となります）。その負担額の算定に当たり，事業者からは，撤去

範囲や整備費用が分かる見積り，設計図書等を本市に提出していただきます。 

   本市は事業者から提出された資料を検証して負担額を決定し，工事完了後に一括で

お支払いする予定です。 

なお，上記のように特に本市が負担することとしたものを除いて，事業者の負担と

します。 

   また，本市との協議に必要な経費，応募に関する費用，公正証書の作成費用その他

この契約の締結に必要な経費も事業者の負担とします。 

 

（２）契約不適合責任についての特約 

   事業者は，引き渡された本物件が種類，品質又は数量に関して契約の内容に適合し

ないものであるときにおいても，履行の追完，賃料の返還及び減免，損害賠償の請求

並びに契約の解除をすることはできません。 
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（３）本物件の引渡し 

   本市は，貸付契約の締結後に，保証金の納入を確認したうえで土地の引渡しを行い

ます。 

   また，既存建築物等については，譲渡契約の締結後，登記等の手続が完了次第，引

渡しを行います。 

 

（４）契約解除 

   事業者が次の各号いずれかに該当するとき，本市は催告をしないで貸付契約を解除

し，違約金（貸付料１年分相当額）を請求することができるものとします。この場合

において，事業者は本市に対し，貸付契約を解除した日の属する年度の賃料の返還を

請求することができないものとします。また，本市に違約金を超える損害が生じたと

きは，その損害の賠償を事業者に請求できるものとします。 

なお，本市が当該支払いについて期限を指定して督促したにもかかわらず，事業者

が当該期限までに支払わないとき，本市は既納の保証金の全部又は一部を当該未払金

銭債務に充当することができるものとします。   

  ア 「４－（１）活用計画」に定める使用目的と異なる目的に本物件を使用したとき。 

  イ 「９－（２）保証金」に定める保証金を本市が定める納期限までに預託しないと

き。（９－（２）保証金－ア，イの規定により預託する保証金については，納期限か

ら３箇月以上経過しても預託しないとき。） 

  ウ 「９－（１）貸付料に関する基本事項」に定める貸付料の支払いがその納期限か

ら３箇月以上遅滞したとき。 

  エ 「４－（５）転貸の禁止等」に定める規定に違反したとき。 

  オ 事業者が，貸付契約締結手続のために提出した書類等に，虚偽，錯誤又は遺漏の

あったこと（本市に重大な不利益がないときを除く。）が判明したとき。 

  カ 事業者の役員等（役員又は支店若しくは営業所の代表者，理事等，その他経営に

実質的に関与している者をいう。）が排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等

又は同条第５号に規定する暴力団密接関係者に該当するとき。 

  キ その他貸付契約に定める重要な義務に違反したとき。 

※ 事業者は契約期間の満了の日（貸付契約が解除されたときにあっては，本市が

指定する日）までに，申込時に提出した活用計画に定める建築物及び建築物以外

の工作物について，自己の費用により撤去のうえ，更地の状態にして返還しなけ

ればなりません。ただし，本市が撤去する必要がないと認めるときにはこの限り

ではありません。 

 

（５）合意解除 

   本件借地権の存続期間中であっても，天変地異等，事業者の責めに帰することがで

きない事由，又は事業者の業績の著しい悪化等により，「４－（１）活用計画」に定

める使用目的を達成することが困難となったときは，事業者は本市に貸付契約の解除

を申し入れ，協議のうえ，貸付契約を中途で解約することができるものとします。 

   なお，本規定により貸付契約を解除したときには，本市は貸付契約を解除した日の

属する年度の貸付料を３６５で除して得た額に，本市が本物件の明渡しを受けた日の

翌日から当該年度の末日までの日数を乗じて得た額（その額に１円未満の端数がある

ときは，その端数を切り捨てるものとする。）を返還するものとします。ただし，当

該年度の貸付料が未納であった場合はこの限りではありません。 

 
 



 
 

９ 貸付料及び保証金 

（１）貸付料に関する基本事項 

    貸付けは有償です。 

  ア 貸付料の額の決定 

    貸付料の額は，事業者からの貸付希望価格と，本市の定める最低貸付料を比較し，

高い価格を貸付料とします。 

  （ア）最低貸付料 

     ６７０，０００円／年 

※ 本要項及び本件土地の用途等の諸条件を踏まえて，不動産鑑定士が不動産

鑑定評価に準じて算出したものを参考に，本市が設定しています。 

  （イ）貸付希望価格 

     様式３により貸付希望価格（年額）を提案してください。 

 

イ 貸付料の改定 

    貸付料の改定に当たっては，固定資産税路線価の評価替えを基に算出した変動率 

を従前の貸付料に乗じて得られた額を新たな貸付料とします。 

    なお，改定の時期については，当該評価替後の固定資産税路線価が公表された日 

の属する年度（価格調査基準日の属する年度ではありません。）の翌年度から貸付

料を改定することとします。 

 

ウ 貸付料の支払時期等 

    貸付料は，原則，毎年４月末までに，当該年度の年額を一括で支払うものとしま

す。 

    なお，貸付料の支払義務は引渡しの日から発生するものとし，初年度について，

当該引渡しの日が年度途中である場合，当該引渡し日から当該引渡し日の属する年

度の末日までの貸付料の額は，その期間の日数に応じ，年額を日割りして計算した

額を，貸付契約の締結日の翌日から１０日以内に支払うものとします。 

 

（２）保証金 

   事業者は，貸付契約の締結に当たって定めた貸付料の２年分に相当する額の保証金

を支払わなければなりません。 

   本市は，貸付契約に基づく本市への金銭債務が事業者にあるときは，当該金銭債務

の弁済に保証金を充当することができることとし，事業者はこれに異議を申し立てる

ことはできません。 

  ア 保証金の額の改定 

    貸付料が，改定により当初の額の２倍以上の金額となったときは，保証金の額に

ついても改定します。 

    事業者は，当初貸付料の２倍以上となった貸付料の２年分に相当する額とすでに

納付した保証金の額との差額を追加で支払わなければなりません。また，貸付料が，

更に２倍となったときも同様とします。 

    なお，改定により貸付料が低下した場合は，納付した保証金の額との差額は返還

しません。 

 

 



 
 

  イ 本市への債務に充当した場合の保証金の追加支払い 

    保証金の全部又は一部を本市への金銭債務に充当した場合において，これらの事

由が生じた年度の貸付料により積算した保証金の額が本市への金銭債務に充当した

後の残余の額を上回ったときは，その差額を支払わなければなりません。 

 

  ウ 保証金の返還 

    契約期間が満了したとき，本市が貸付契約を解除したとき，又は「８－（５）合

意解除」に定める解除をするときは，本件土地の明渡しの完了を確認したうえで保

証金を返還します。 

    なお，返還する保証金には利息を付しません。 

 

（３）令和５年３月以前に事業着手する場合の貸付料 

   「４－（１）－キその他」に記載の基本協定締結後から令和５年３月までの間にお

ける敷地内での事業着手する場合の貸付料については，その間に活用する土地の面積

を全体の面積で除したものに本市と合意した年額の貸付料を乗じた額とします（年度

途中の場合は，引渡し日から当該引渡し日の属する年度の末日まで，その期間の日数

に応じ，この額を日割りして計算した額とします）。 

なお，支払時期については「９－（１）－ウ貸付料の支払時期等」のとおりです。 

 

１０ その他 

（１）新型コロナウイルス感染症を踏まえた計画の提案等 

   事業の提案内容については，新型コロナウイルス感染症の拡大防止に必要な対策を

講じたものとしてください。 

   また，事故防止や緊急時対応（感染症発生，災害）について，提案又はマニュアル

の提出を行ってください。 

 

（２）選定委員会委員との接触の禁止 

   選定委員会委員に対して，本件に関する接触（直接，間接を問わない。）を禁じま

す。接触の事実が認められた場合には，失格とすることがあります。 

 

（３）契約候補事業者の取消し 

   貸付契約の締結までの間に，本市の承諾を得ず計画の主要な部分を変更するなど，

本要項に違反その他契約候補事業者として著しく不適当と認められる事情が生じたと

きは，契約候補事業者の決定を取り消すことがあります。 

   なお，この場合，本市に対する損害賠償の請求，その他一切の請求は認めません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 
 

１１ スケジュール（予定） 

募集要項の配布開始 令和３年５月３１日（月） 

質疑受付期間 令和３年５月３１日（月）～令和３年６月１４日（月） 

現地見学 
令和３年６月７日（月）～６月２１日（月） 

（土・日・祝日を除く） 

応募書類提出期間 令和３年７月２６日（月）～令和３年７月３０日（金） 

選定委員会の開催（プレゼン審査） 令和３年 ８～９月頃 

契約候補事業者の選定 令和３年 ９～１０月頃 

基本協定の締結等 令和３年 １１月頃まで 

貸付契約等の締結等 令和５年 ３月頃まで 

本物件の引渡し 令和５年 春頃 

事業開始の予定時期 

令和５年 ４月以降 

※ 令和５年３月以前に一部事業着手する場合は別

途本市と協議（ただし，京都市百井青少年村条例に

抵触しない範囲に限る） 

※ 応募する事業者が多数の場合など，スケジュールは変更となる可能性があります。 
 

１２ 問合せ先 

  京都市子ども若者はぐくみ局子ども若者未来部育成推進課（担当：津山・藤吉） 

  京都市中京区虎屋町５６６番地１ 井門明治安田生命ビル２階 

   電話：０７５－７４６－７６１０  ＦＡＸ：０７５－２５１－２３２２ 

   メールアドレス：kosodatesien@city.kyoto.lg.jp 


